
災害時における石綿モニタリングに関する合意書の締結について 

 

一般社団法人埼玉県環境計量協議会（埼環協）では、埼玉県と 

『災害時における石綿モニタリングに関する合意書』 

を締結しました。 

 

１．背景 

近年では地震、洪水、土砂、大型台風などが頻繁に発生し各地で被害を受けています。特

に大規模な災害が発生した際、損壊した建築物等に石綿が使用されている建材などがあった

場合に大気に飛散する恐れが懸念されます。そのため、飛散状況のモニタリングを行うこと

は、災害時において、避難や復旧作業をより安全に促すことに大きく役立ちます。 

近年の事例として、埼玉県では、平成 28年の熊本地震において、熊本市からの派遣要請を

受けて、石綿モニタリングを行いました。 

県内でも、大規模災害が発生した際、石綿モニタリングを迅速かつ円滑に実施できるよう、

県と体制を整備しました。 

 

２．協定の概要 

（1）モニタリング体制の整備 

発災後、県は埼環協に石綿モニタリングの実施の要請を行います。 

埼環協は石綿モニタリングを実施できる状況にある会員を指名し、県に通知します。 

県はモニタリング実施者を決定し、発注します。 

（2）平常時の訓練の実施 

モニタリング訓練や図上訓練等を年に 1回以上行うことで、不測の事態に備えます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左：加藤環境部長、右：山﨑会長 2018/11/6 環境部長室にて  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【甲】埼玉県環境部 

   大気環境課規制担当 

①依頼    ④通知 

②調整         ③承諾 
指名          ・ 

⑤モニタリング 
 の指示、調整 

（注）連絡網は、常に連絡が取れるよう、随時見直すこと。 

   乙は、丙の被災状況、地理的条件などを考慮し、指名すること。 

⑥結果の報告 

   【丙】石綿モニタリングを 

 できる埼環協・神環協会員 

【乙】（一社） 

   埼玉県環境計量協議会 

３．連絡網 

 連絡体制は、下図のとおりです。県よりモニタリングが必要となった場合に、埼環協事務

局に依頼があり（図中①）、埼環協事務局が対応できる会員の照会を行います（図中②）。対

応ができる会員の承諾を得て（図中③）、県に通知します（図中④）。これを受けた県は、対

応できる会員にモニタリング時期や場所などの具体的な指示と調整を行い（図中⑤）、対応す

る会員はモニタリングを実施し、石綿繊維数を分析します。その結果を、県と埼環協事務局

に報告する（図中⑥）という流れです。この結果を受けて、県は被災場所などの安全を確認

し、必要な対策を取ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 連絡体制 

 

４．本合意の協力会員 

本合意では、緊急的なモニタリングの連絡を埼環協事務局だけに委ねることなく、本合意

に対応できる会員を連絡体制にまとめています。このことにより、前項の連絡網（図）にあ

るとおり、県と合意に協力いただく会員が直接連絡を取り、具体的な指示や調整を行い（図 連

絡体制の⑤）、体制の強化を図っています。 

今後は、この体制の協力を得られる会員の増強や石綿の分析ができなくともモニタリング

だけの協力ができるような枠組みを検討したいと考えています。 

今回の合意では、次の 11会員（事務局含む）、１団体（神環協）の体制になりました。 

 

（株）伊藤公害調査研究所 

エヌエス環境（株）東京支社 

 (株)環境管理センター北関東技術センター 

 (株)環境総合研究所 

 (株)環境テクノ 

 (公財)埼玉県健康づくり事業団 

 (株)産業分析センター 

東邦化研(株) 

内藤環境管理(株) 

山根技研(株) 

（一社）神奈川県環境計量協議会 

（一社）埼玉県環境検査研究協会（事務局） 

  



５．第１回訓練 

平成 30年 11月 28日（水）に第１回のモニタリング・室内訓練を開催しました。埼環協か

ら 25名の関係者が参加し、政令市や事務移譲市、県関係課所からも 24名が見学と室内訓練

に参加しました。訓練の内容は、つぎのとおりです。 

 

○会場 

 県庁、あけぼのビル３階会議室 

○スケジュール 

 10：45 集合 

 10：50 大気測定の準備 

 11：15 測定開始 

 11：45 石鍋 大気環境課長 のご挨拶、埼環協 山﨑会長 の挨拶 

11：50 「災害時のおける石綿モニタリングに関する合意について」（説明：県大気環境課） 

 （昼休憩） 

 13：40 「石綿環境測定の概要」（説明：県環境科学国際センター） 

 14：15 「災害時における石綿飛散・暴露防止対策」（説明：県環境科学国際センター） 

 15：15 測定終了、片付け 

○講師 

 県大気環境課 小ノ澤氏、吉野氏 

 県環境科学国際センター 佐坂氏、川嵜氏 

○測定地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県庁 

←モニタリング地点 

モニタリング訓練の様子 



○訓練概要 

 各協力会員は、モニタリング場所に集合してモニタリング装置の設置場所の説明を受け、

準備に取り掛かりました。電源は、平成 28年 4月に県庁に開所したスマート水素ステーシ

ョンから水素燃料の供給を受けた「燃料電池自動車クラリティフューエルセル」を介して

供給しました。これは、災害時に電

力の供給が途絶えることを想定し

たものです。スマート水素ステーシ

ョンは、Honda独自の高圧水電解シ

ステムで、隣接に設置した太陽光発

電装置から電源を供給し、水を電気

分解によって CO2フリーのクリーン

な水素を製造しています。 

 訓練当日は天候に恵まれ、モニタリングが開始される

と室内に移動し、大気環境課長と埼環協会長の挨拶の後、

３題の座学による訓練をはじめました。 

 まずは、今回の合意の背景や主旨などの説明が県より

ありました。埼玉県が想定している災害のうち、地震は

大きく３つあり、その２つは東京湾北部と茨城県南部を

震源に発生するもので、その確率は今後 30 年以内に

70％と非常に高いです。他の災害には、大型台風や大雨

による堤防の決壊などが想定されています。水害につい

ては、ハザードマップが整備されているので被災地区が

参考になるものの、地震では倒壊する建物の想定や建物

の石綿使用の調査が限定的であるため、どこで石綿が露

出し飛散するか分かりません。そのためにも建物の石綿

使用について情報を詳細に整備する必要があります。ま

た、発災時は、避難所や倒壊建物、仮置き場などがモニ

タリングの対象となりますが、現時点では 50 個所を想

定していますが、発災時の混乱の中で、個所の選定が難

しい課題もあります。この題では、合意の主旨の理解を

促し、現状の課題も共有しました。 

 他の座学では、埼玉県内の石綿の環境測定の状況や被

災地でのモニタリング事例、発災時の初動や調査時の注

意事項などについて丁寧に説明を受けました。 

 今回の訓練では、県大気環境課の方々が進行や準備、

モニタリング中の機器の監視など細かいところまで担当して頂き、はじめての訓練ではあ

りながらも、予定していた内容は無事に終了しました。この合意が有効に実動するような

視点を持って、さらに訓練を充実させていきたいと思います。 （埼環協事務局作成） 

スマート水素ステーションと燃料電池自動車クラリティフュー
エルセル、太陽光発電装置（埼玉県 HPより） 

モニタリング装置の設置等 








